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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

中間連結会計期間
第73期

中間連結会計期間
第72期

会計期間
自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2024年４月１日
至2025年３月31日

売上高 （千円） 21,253,619 14,774,037 37,815,935

経常利益 （千円） 2,993,506 1,011,484 4,676,600

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 2,490,144 3,288,656 3,810,465

中間包括利益又は包括利益 （千円） 4,850,091 2,343,436 5,851,254

純資産額 （千円） 31,406,968 33,627,292 32,031,025

総資産額 （千円） 51,333,613 49,715,093 49,385,032

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 91.80 121.45 140.98

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 61.2 67.6 64.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 3,561,099 2,962,685 7,637,167

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △82,509 2,674,062 △390,294

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,599,754 △1,779,167 △2,789,031

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 14,159,485 20,870,388 17,457,475

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　　２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在していないため、記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

日本金銭機械株式会社(E01698)

半期報告書

 2/21



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）経営成績の状況

　当中間連結会計期間における世界経済は、米国の通商政策における不確実性や、不安定な国際情勢に起因する地

政学的リスクの長期化などの影響により、先行きは依然として不透明な状況が継続しております。

　当社グループの主力市場であるゲーミング市場では、米国の関税引き上げを見越した米国内での駆け込み需要の

影響もあって、当中間期を通じて製品販売は高水準で推移いたしました。

　一方で、海外コマーシャル市場においては、欧州地域を中心に景気が足踏み状態にある中、大口顧客による在庫

調整の動きが継続したほか、国内コマーシャル及び遊技場向機器の両市場においても、前期における新紙幣発行に

伴う更新特需の反動もあって、当中間期の製品販売は前年同期を下回ることとなりました。

　以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は14,774百万円（前年同期比30.5％減）、営業利益は820百万

円（前年同期比78.1％減）、経常利益は1,011百万円（前年同期比66.2％減）となりました。一方で、固定資産売

却益を特別利益として計上したことにより、親会社株主に帰属する中間純利益は3,288百万円（前年同期比32.1％

増）となりました。

　なお、当中間連結会計期間の平均為替レートは、米ドル147.50円（前年同期は154.09円）、ユーロは162.30円

（前年同期は166.22円）で推移し、当中間連結会計期間末の時価評価に適用する為替レートは、米ドル148.89円

（前連結会計年度末は149.53円）でありました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①グローバルゲーミング

　北米地域においてゲーミング機器搭載用の紙幣識別機ユニットの販売は引き続き高水準で推移したものの、欧州

地域向けの販売が減少したことなどから、セグメント売上高は9,778百万円（前年同期比8.5％減）、セグメント利

益は2,214百万円（前年同期比3.2％減）となりました。

②海外コマーシャル

　主に欧州地域向けの紙幣還流ユニットの販売が減少したことなどから、セグメント売上高は2,000百万円（前年

同期比41.8％減）となりました。利益面では、売上高の減少に加えて、欧州及び北米地域向けの新製品の研究開発

等の先行投資により、セグメント損失は561百万円（前年同期は172百万円の損失）となりました。

③国内コマーシャル

　新紙幣発行に伴う更新特需の反動等により、紙幣還流ユニット等の主力製品の販売が減少したことなどから、セ

グメント売上高は1,180百万円（前年同期比51.2％減）、セグメント利益は87百万円（前年同期比90.8％減）とな

りました。

④遊技場向機器

　国内コマーシャルと同様に新紙幣発行に伴う更新特需の反動等に加えて、収益性が高いスマート遊技機専用ユ

ニットの販売が減少したことなどから、セグメント売上高は1,814百万円（前年同期比61.5％減）、セグメント損

失は158百万円（前年同期は1,388百万円の利益）となりました。

 

EDINET提出書類

日本金銭機械株式会社(E01698)

半期報告書

 3/21



(2）財政状態の状況

　当中間連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて330百万円増加し、49,715百万円となり

ました。

　流動資産合計は、前連結会計年度末に比べて642百万円増加し、42,108百万円となりました。「現金及び預金」

が642百万円、「有価証券」が3,525百万円それぞれ増加した一方、「受取手形、売掛金及び契約資産」が1,047百

万円、棚卸資産が2,447百万円それぞれ減少いたしました。

　固定資産合計は、前連結会計年度末に比べて302百万円減少し、7,514百万円となりました。投資有価証券の購入

などにより投資その他の資産の「その他」が1,310百万円増加した一方、東京本社事務所の売却などにより「有形

固定資産」が1,613百万円減少いたしました。

　繰延資産合計は、社債発行費の償却により前連結会計年度末に比べて10百万円減少し、91百万円となりました。

　流動負債合計は、前連結会計年度末に比べて663百万円減少し、7,404百万円となりました。「未払法人税等」が

436百万円増加した一方、「支払手形及び買掛金」が836百万円、契約負債の減少などにより流動負債の「その他」

が138百万円それぞれ減少いたしました。

　固定負債合計は、前連結会計年度末に比べて602百万円減少し、8,682百万円となりました。借入金の返済により

「長期借入金」が750百万円減少いたしました。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1,596百万円増加し、33,627百万円となりました。親会社株主に帰属

する中間純利益の計上等により「利益剰余金」が2,319百万円増加し、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処

分等に伴い「自己株式」が281百万円減少した一方、円高の影響等により「為替換算調整勘定」が1,247百万円減少

いたしました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ、

3,412百万円増加し、20,870百万円となりました。

 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、得られた資金は2,962百万円（前年同期は3,561百万円の収入）となりました。これは主に税金

等調整前中間純利益4,307百万円、棚卸資産の減少1,896百万円などにより資金が増加した一方、有形固定資産除売

却損益3,276百万円などにより資金が減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、得られた資金は2,674百万円（前年同期は82百万円の支出）となりました。これは主に有形固

定資産の売却による収入5,107百万円などにより資金が増加した一方、投資有価証券の取得による支出2,091百万

円、有形固定資産の取得による支出513百万円などにより資金が減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、支出した資金は1,779百万円（前年同期は1,599百万円の支出）となりました。これは主に長期

借入金の返済750百万円、配当金の支払966百万円などにより資金が減少したことによるものであります。

　また、これらのほかに、現金及び現金同等物に係る換算差額444百万円の資金の減少がありました。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、当中間連結会計

期間において、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、876百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 118,000,000

計 118,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2025年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年11月10日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 29,672,651 29,672,651
東京証券取引所

プライム市場

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であり

ます。

計 29,672,651 29,672,651 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 29,672,651 － 2,220,316 － 2,067,276
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（５）【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

上東興産株式会社 大阪市浪速区難波中２－11－18 4,661 17.18

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂１－８－１ 2,996 11.05

上東　洋次郎 大阪市阿倍野区 1,466 5.41

上東　好子 大阪市阿倍野区 638 2.35

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２－２－１ 563 2.08

日本金銭機械従業員持株会 大阪市浪速区難波中２－11－18 504 1.86

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 503 1.86

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１－８－12 442 1.63

トーターエンジニアリング株式会社 東京都港区芝２－22－17 432 1.59

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 403 1.49

計 － 12,612 46.50

（注）当社は自己株式を2,545,490株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,545,400 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,046,200 270,462 同上

単元未満株式 普通株式 81,051 － －

発行済株式総数  29,672,651 － －

総株主の議決権  － 270,462 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれております。
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②【自己株式等】

    2025年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本金銭機械

株式会社

大阪市浪速区

難波中２－11－18
2,545,400 － 2,545,400 8.58

計 － 2,545,400 － 2,545,400 8.58

（注）なお、当中間会計期間末（2025年９月30日）現在において、自己株式を2,545,490株所有しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,457,475 18,099,727

受取手形、売掛金及び契約資産 5,413,792 4,366,276

電子記録債権 654,606 568,140

有価証券 39,935 3,565,286

商品及び製品 10,636,484 8,829,473

仕掛品 727,067 1,243,956

原材料及び貯蔵品 5,698,136 4,540,494

その他 971,700 1,027,377

貸倒引当金 △133,364 △132,079

流動資産合計 41,465,835 42,108,653

固定資産   

有形固定資産 4,080,651 2,466,824

無形固定資産 195,617 189,393

投資その他の資産   

その他 3,613,220 4,923,804

貸倒引当金 △72,635 △65,548

投資その他の資産合計 3,540,584 4,858,256

固定資産合計 7,816,854 7,514,474

繰延資産 102,342 91,964

資産合計 49,385,032 49,715,093

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,201,881 1,365,825

１年内返済予定の長期借入金 1,500,000 1,500,000

未払法人税等 485,210 921,671

賞与引当金 443,928 359,813

役員賞与引当金 46,000 5,000

その他 3,391,399 3,252,640

流動負債合計 8,068,419 7,404,950

固定負債   

社債 6,000,000 6,000,000

長期借入金 3,120,000 2,370,000

その他 165,587 312,850

固定負債合計 9,285,587 8,682,850

負債合計 17,354,006 16,087,800

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,220,316 2,220,316

資本剰余金 2,760,065 2,700,615

利益剰余金 27,469,657 29,788,808

自己株式 △3,913,131 △3,631,344

株主資本合計 28,536,908 31,078,395

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 270,332 572,973

為替換算調整勘定 3,223,784 1,975,922

その他の包括利益累計額合計 3,494,117 2,548,896

純資産合計 32,031,025 33,627,292

負債純資産合計 49,385,032 49,715,093
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 21,253,619 14,774,037

売上原価 12,185,955 8,862,887

売上総利益 9,067,663 5,911,149

販売費及び一般管理費 ※ 5,312,125 ※ 5,090,276

営業利益 3,755,538 820,873

営業外収益   

受取利息 6,450 107,860

受取配当金 35,191 46,784

為替差益 － 55,706

その他 13,289 53,829

営業外収益合計 54,931 264,180

営業外費用   

支払利息 50,549 51,075

為替差損 633,031 －

持分法による投資損失 24,550 －

その他 108,831 22,494

営業外費用合計 816,963 73,569

経常利益 2,993,506 1,011,484

特別利益   

固定資産売却益 91,359 3,277,057

投資有価証券売却益 399 －

関係会社株式売却益 － 9,066

その他 17,741 10,822

特別利益合計 109,500 3,296,945

特別損失   

固定資産除却損 0 808

投資有価証券売却損 － 250

特別損失合計 0 1,058

税金等調整前中間純利益 3,103,007 4,307,371

法人税、住民税及び事業税 559,612 833,534

法人税等調整額 53,249 185,180

法人税等合計 612,862 1,018,714

中間純利益 2,490,144 3,288,656

親会社株主に帰属する中間純利益 2,490,144 3,288,656
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【中間連結包括利益計算書】

     （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 2,490,144 3,288,656

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 65,737 302,640

為替換算調整勘定 2,291,539 △1,247,861

持分法適用会社に対する持分相当額 2,669 －

その他の包括利益合計 2,359,946 △945,220

中間包括利益 4,850,091 2,343,436

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 4,850,091 2,343,436

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 3,103,007 4,307,371

減価償却費 244,408 304,091

引当金の増減額（△は減少） 75,641 △116,998

受取利息及び受取配当金 △41,642 △154,645

支払利息 50,549 51,075

為替差損益（△は益） 650,093 △253

有形固定資産除売却損益（△は益） △91,359 △3,276,249

無形固定資産除売却損益（△は益） － 3,172

投資有価証券売却損益（△は益） △399 250

関係会社株式売却損益（△は益） － △9,066

関係会社清算損益（△は益） － △8,832

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － △1,990

持分法による投資損益（△は益） 24,550 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,325,406 781,224

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,842,250 1,896,080

仕入債務の増減額（△は減少） △882,012 △696,656

未収消費税等の増減額（△は増加） 619,729 150,837

その他 △223,055 △20,630

小計 4,046,355 3,208,782

利息及び配当金の受取額 41,297 154,300

利息の支払額 △47,107 △47,987

法人税等の支払額 △479,446 △352,410

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,561,099 2,962,685

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の純増減額（△は増加） 24,055 36,562

有形固定資産の取得による支出 △187,220 △513,319

有形固定資産の売却による収入 118,417 5,107,797

無形固定資産の取得による支出 △13,183 △2,132

投資有価証券の取得による支出 △1,105 △2,091,073

投資有価証券の売却による収入 753 3,000

関係会社株式の売却による収入 － 142,258

ゴルフ会員権の売却による収入 － 2,000

差入保証金の差入による支出 △24,327 △10,830

その他 100 △200

投資活動によるキャッシュ・フロー △82,509 2,674,062

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 1,200,000 －

長期借入金の返済による支出 △630,000 △750,000

配当金の支払額 △532,496 △966,029

リース債務の返済による支出 △60,763 △63,075

自己株式の取得による支出 △1,576,494 △63

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,599,754 △1,779,167

現金及び現金同等物に係る換算差額 △241,931 △444,667

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,636,903 3,412,912

現金及び現金同等物の期首残高 12,522,582 17,457,475

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 14,159,485 ※ 20,870,388
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

　　保証債務

　連結会社以外の会社の債務に対し債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

仕入債務 85,427千円 －千円

 

（中間連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

給料・賞与 1,852,598千円 1,764,764千円

賞与引当金繰入額 211,078 194,794

役員賞与引当金繰入額 18,000 5,000

退職給付費用 35,535 36,484

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

現金及び預金勘定 14,159,485千円 18,099,727千円

有価証券勘定に含まれるMMF等 － 2,770,660

現金及び現金同等物 14,159,485 20,870,388
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当に関する事項

（1)配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月21日

取締役会
普通株式 534,597 19.0 2024年３月31日 2024年６月４日 利益剰余金

 

（2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月８日

取締役会
普通株式 377,039 14.0 2024年９月30日 2024年12月５日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2024年５月９日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,217,100株の取得を行いました。また、

2024年７月24日開催の取締役会決議に基づき、2024年８月23日付で譲渡制限付株式報酬として自己株式12,100

株の処分を行いました。この結果、当中間連結会計期間において単元未満株式の買取りによる増加も含め、自

己株式が1,559,221千円増加した一方、資本剰余金が4,773千円減少し、当中間連結会計期間末において資本剰

余金が2,760,065千円、自己株式が3,913,064千円となっております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当に関する事項

（1)配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月27日

取締役会
普通株式 969,506 36.0 2025年３月31日 2025年６月９日 利益剰余金

 

（2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月５日

取締役会
普通株式 542,543 20.0 2025年９月30日 2025年12月５日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2025年２月６日開催の取締役会決議に基づき、2025年５月30日付で従業員持株会向け譲渡制限付株

式インセンティブとして自己株式163,000株の処分を行いました。また、2025年７月15日開催の取締役会決議に

基づき、2025年８月14日付で譲渡制限付株式報酬として自己株式34,500株の処分を行いました。この結果、当

中間連結会計期間において資本剰余金が59,450千円、単元未満株式の買取りによる増加も含め、自己株式が

281,786千円それぞれ減少し、当中間連結会計期間末において資本剰余金が2,700,615千円、自己株式が

3,631,344千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2024年４月１日 至2024年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）

中間連結
財務諸表
計上額 

グローバル
ゲーミング

海外コマー
シャル

国内コマー
シャル

遊技場
向機器

計

売上高        

外部顧客への売上高 10,684,487 3,436,878 2,422,075 4,710,178 21,253,619 - 21,253,619

セグメント間の内部
売上高又は振替高

- - - - - - -

計 10,684,487 3,436,878 2,422,075 4,710,178 21,253,619 - 21,253,619

セグメント利益又は

損失（△）
2,287,899 △172,675 954,270 1,388,616 4,458,111 △702,573 3,755,538

（注）セグメント利益又は損失の調整額は、各セグメントに配分していない全社費用です。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2025年４月１日 至2025年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）

中間連結
財務諸表
計上額 

グローバル
ゲーミング

海外コマー
シャル

国内コマー
シャル

遊技場
向機器

計

売上高        

外部顧客への売上高 9,778,350 2,000,437 1,180,998 1,814,250 14,774,037 - 14,774,037

セグメント間の内部
売上高又は振替高

- - - - - - -

計 9,778,350 2,000,437 1,180,998 1,814,250 14,774,037 - 14,774,037

セグメント利益又は

損失（△）
2,214,871 △561,924 87,582 △158,795 1,581,734 △760,860 820,873

（注）セグメント利益又は損失の調整額は、各セグメントに配分していない全社費用です。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間(自2024年４月１日　至2024年９月30日)

（単位：千円）

 報告セグメント

合計

 
グローバル

ゲーミング

海外

コマーシャル

国内

コマーシャル

遊技場向

機器

日本 － 1,190 2,422,075 4,710,178 7,133,443

北米 6,865,365 165,383 － － 7,030,748

欧州 2,900,438 2,860,956 － － 5,761,395

その他地域 918,684 409,347 － － 1,328,031

顧客との契約から生じる

収益
10,684,487 3,436,878 2,422,075 4,710,178 21,253,619

その他の収益 － － － － －

外部顧客への

売上高
10,684,487 3,436,878 2,422,075 4,710,178 21,253,619

 

当中間連結会計期間(自2025年４月１日　至2025年９月30日)

（単位：千円）

 報告セグメント

合計

 
グローバル

ゲーミング

海外

コマーシャル

国内

コマーシャル

遊技場向

機器

日本 － 5,111 1,180,998 1,814,250 3,000,361

北米 7,213,040 74,333 － － 7,287,374

欧州 2,003,391 1,471,891 － － 3,475,282

その他地域 561,918 449,100 － － 1,011,019

顧客との契約から生じる

収益
9,778,350 2,000,437 1,180,998 1,814,250 14,774,037

その他の収益 － － － － －

外部顧客への

売上高
9,778,350 2,000,437 1,180,998 1,814,250 14,774,037
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

１株当たり中間純利益 91円80銭 121円45銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 2,490,144 3,288,656

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
2,490,144 3,288,656

普通株式の期中平均株式数（株） 27,126,375 27,077,762

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。
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２【その他】

①決算日後の状況

　特記事項はありません。

 

②剰余金の配当

(1) 期末配当

　2025年５月27日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　（イ)配当金の総額………………………………………969,506千円

　（ロ)１株当たりの金額…………………………………36円00銭

　（ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2025年６月９日

（注)2025年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

(2) 中間配当

　2025年11月５日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当（中間）を行うことを決議いたしました。

　（イ)配当金の総額………………………………………542,543千円

　（ロ)１株当たりの金額…………………………………20円00銭

　（ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2025年12月５日

（注)2025年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

２０２５年１１月１０日

日本金銭機械株式会社

取締役会　御中

 

ＥＹ新日本有限責任監査法人

大　阪　事　務　所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗原　裕幸

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高井　大基

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本金銭機械

株式会社の２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２５年４月１日

から２０２５年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、日本金銭機械株式会社及び連結子会社の２０２５年９月３０日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期
中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続
を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の
財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸
表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに
入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな
いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内
容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかど
うかを評価する。
・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人
は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論
に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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